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５．被災地区の状況説明

（１）田上新町地区

N

被災箇所：金沢市田上新町地内

県庁

金沢港

市役所

↑田上新町
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N

被災直後（１月３日） 応急復旧完了（３月29日）

市道

市道

大型土のう

大型土のう
排水処理

押え盛土

・応急復旧工事（崩土撤去、建物解体、２次災害防止対策）が完了

・避難指示発令（１月２日午後３時）：３２世帯８９人 ⇒ 避難指示解除（２月１０日午後２時）
・応急復旧工事（崩土撤去、建物解体：４戸、他） ⇒ 完了（３月２９日）
・動態観測：伸縮計を５箇所に設置 ⇒ 継続観測中

・被害：建物全壊 ５戸、
道路崩落、亀裂 約８０ｍ

５．被災地区の状況説明

（１）田上新町地区



（２）粟崎町地区
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内灘町

五郎島町

↓至 金沢市街地

金沢港

県
道 

金
沢
・
田
鶴
浜
線

県
道 

松
任
・
宇
ノ
気
線

道路被害箇所

下水道被害箇所

（凡例）

大野川

被害が多いエリア

粟崎
八幡宮

粟崎小

粟崎墓地

５．被災地区の状況説明



発災直後の被害状況

応急修理後の状況

・道路応急対応 ～ １月10日完了
・水道応急対応 ～ １月10日完了
・下水道応急対応 ～ １月18日完了

・水道被害 水道管の離脱に伴う断水
・下水道被害 マンホールの浮き上がりや接続部のズレ
・道路被害 舗装破損や段差による通行制限

6５．被災地区の状況説明

（２）粟崎町地区
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６．検討事項

１．田上新町地区の取り組み状況

(1)被災メカニズムの推定

(2)復旧方針

(3)今後のスケジュール

２．粟崎町地区の取り組み状況

(1)被災状況

(2)既存資料の整理

(3)被災メカニズムの推定

(4)想定される対策工法

(5)測量調査

(6)地盤調査

(7)液状化対策

(8)液状化対策地区の復旧手法

(9)今後のスケジュール

６．検討事項



（１）被災メカニズムの推定【造成工事による盛土状況】

平面図 ※S40の田上住宅団地造成工事実施設計図からの復元

断面図 切土 盛土
被災箇所

凡例
盛土

被災箇所
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（腹付け盛土）

１．田上新町地区の取り組み状況



（１）被災メカニズムの推定【ボーリング結果】
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造成盛土(Bs)は締まりの緩い砂質土

透水性の低い堆積物 (粘性土：dt2)

A

A

洪積期の古い地層
(高位砂礫層(礫質土：t)

卯辰山層(砂岩層:Ut))

降雨や融雪水などの地盤中への浸透水は、dt2層(浸透しずらい層)を難透水層とし
て、Bs層内を流れるような状態となっていた。

１．田上新町地区の取り組み状況



震度5強の強い揺れ

⇩

Bsとdt2の間付近で
過剰間隙水圧が上昇

⇩

有効応力が減少

⇩

斜面崩壊
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（１）被災メカニズムの推定【過剰間隙水圧の上昇】
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１．田上新町地区の取り組み状況



（２）復旧方針【基本方針】

民地⇒官地 市道

民地 市道

官地

官地

水抜きボーリング

案１）道路のみ復旧

案２）道路と宅地を合わせて復旧

・道路法面を安定勾配で復旧することにより、
安全を確保できる

・道路法面部での水抜きが可能である
・道路として、市が維持管理することで団地
全体の安全を確保できる

・被災者が宅地復旧を一部負担する必要がある
・民地部での水抜き処理が必要となる
・斜面の維持管理は、原則所有者が行うことに
なり、十分な安全を確保できない恐れがある

：崩壊ライン
：現状(応急復旧後)ライン
：復旧ライン

メリット

デメリット

・民地を買収する必要がある

メリット

・被災者が同一箇所で住み続けることができる

デメリット
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１．田上新町地区の取り組み状況



（３）今後のスケジュール

（１）災害査定（協議設計）

（２）地権者への説明・交渉

（３）対策工法の決定

（４）工事の着手

５月

８月

年内中
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済

災害査定 保留解除

１．田上新町地区の取り組み状況
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検討事項

１．田上新町地区の取り組み状況

(1)被災メカニズムの推定

(2)復旧方針

(3)今後のスケジュール

２．粟崎町地区の取り組み状況

(1)被災状況

(2)既存資料の整理

(3)被災メカニズムの推定

(4)想定される対策工法

(5)測量調査

(6)地盤調査

(7)液状化対策

(8)液状化対策地区の復旧手法

(9)今後のスケジュール



（１）被災状況【詳細】
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被害が大きいエリア

粟崎
八幡宮

大野川

粟崎小

粟崎墓地

五郎島町

２．粟崎町地区の取り組み状況

県庁

金沢港

内灘町

市役所

↑粟崎町

本資料は個人情報保護のため画像処理を施しています



（２）既存資料の整理【地形分類の整理】 令和５年航空写真へ地形分類を重ね合わせ

重ねるハザードマップより引用

粟崎
八幡宮

大野川

凹地・浅い谷

氾濫平野

旧河道

砂丘

（凡例）
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古川(旧河道)

県
道 

金
沢
・
田
鶴
浜
線

県
道 

松
任
・
宇
ノ
気
線

粟崎小
被害が大きいエリア 粟崎墓地

砂丘地の下端付近で被害が多い

砂丘地ではない場所で被害がある

五郎島町

２．粟崎町地区の取り組み状況



２．粟崎町地区の取り組み状況

（２）既存資料の整理【地形分類の整理】

盛土地

切土地

（凡例）

重ねるハザードマップより引用

粟崎
八幡宮

大野川

五郎島町
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粟崎小 粟崎墓地被害が大きいエリア

古川(旧河道)

切土・盛土ではない砂丘地で被害が見られる

盛土された場所で被害がある

令和５年航空写真へ地形分類を重ね合わせ
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２．粟崎町地区の取り組み状況

（２）既存資料の整理【地形分類の整理】 標高コンター図

国土地理院地図を一部加工

粟崎
八幡宮

五郎島町

大野川
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粟崎小
粟崎墓地被害が大きいエリア

傾斜地で被害があった

緩やかな傾斜地で被害があった

県道金沢・田鶴浜線を境として被災メカニズムが違うのでは？

県
道 
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・
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線
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道 
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線



H

I

｢1:25,000土地条件図 金沢｣に加筆

H - H´断面
地質条件
類似範囲

「石川県平野部の地盤図集,1982,北陸地方建設局」に加筆

I - I´断面
地質条件
類似範囲

[想定分布地質]
・砂丘砂：地表～標高-2m付近
・沖積堆積物：標高-2m付近～標高-50m以深(詳細不明)

「石川県平野部の地盤図集,1982,北陸地方建設局」に加筆

２．粟崎町地区の取り組み状況 20

（２）既存資料の整理【広域地盤図による地質把握】



２．粟崎町地区の取り組み状況

A

A’

B

B’
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・ボーリングデータはあるが当該検討エリア内は少ない
・地盤物性値及び水位測定値がほとんどない

→補完する地盤調査が必要

（２）既存資料の整理【既存ボーリングデータの整理】

被害が大きいエリア

凡例
ボーリング箇所（地下水位データ有）
※参考資料を参照

ボーリング箇所（地下水位不明）

井戸（届出有）

粟崎
八幡宮

五郎島町

粟崎小
粟崎墓地

県
道 

金
沢
・
田
鶴
浜
線

県
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松
任
・
宇
ノ
気
線

木谷公園

本資料は個人情報保護のため画像処理を施しています



２．粟崎町地区の取り組み状況

（３）被災メカニズムの推定（粟崎八幡宮付近）

22

【被害メカニズム】
１）砂丘上部は、北西側程地盤が高いため、低地部や緩斜面部に
比べて地下水位が深いことが想定され、液状化被害がほとんどな
かった。
２）道路の北西側の斜面部は、地下水位が浅いことが想定され、
液状化被害が大きかったと考えられる。
３）南東側の古川があったエリアは被害が小さいことから旧河道
部は不均質な地盤（液状化しにくい粘性土の可能性あり）である
ことが考えられ、液状化して流動する地盤を受け止めるような役
割を果たした可能性がある。
４）地形が緩傾斜していることから、一部で側方流動が発生して
いるが、流動の変位量は比較的小さい。

側方流動

液状化

B

B’
GH=10.0

GH= 5.0

GH= 0.0

GH=-5.0

GH= 0.0

本資料は個人情報
保護のため画像処
理を施しています



２．粟崎町地区の取り組み状況

（３）被災メカニズムの推定（粟崎小学校付近）
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【被害メカニズム】
１）砂丘上部は、北西側程地盤が高いため、低地部や緩斜面部に比べて
地下水位が深いことが想定され、液状化被害がほとんどなかった。
２）道路から砂丘上部へ約50ｍの位置から大野川沿いまでの約200m程
度の広い範囲で液状化被害が発生していることから、地下水位が全体
的に浅く、N値5前後の緩い砂丘砂が分布していると考えられる。
３）地形が緩傾斜していることから、一部で側方流動が発生しているが、
流動の変位量は比較的小さい。

側方流動

液状化
A’

A

GH=10.0

GH= 5.0

GH= 0.0

GH=-5.0

被災メカニズムを確認・検証するために詳細な測量・地盤調査が必要

本資料は個人情報
保護のため画像処
理を施しています



２．粟崎町地区の取り組み状況

（３）被災メカニズムの推定

24

【誘因】

1)地震動：震度5強～5弱（最大加速度約190gal）

2)継続時間が長かった



地下水位低下工法 格子状地中壁工法 中層混合処理工法(道路部)

施
工
イ
メ
ー
ジ

概
要

地下水位の高さを強制的に低下させ、液
状化の可能性がある地表面下数メートル
を非液状化層とすることで液状化の被害
を抑制する工法。

地中に固化壁を格子状に配置し、地盤の
せん断変形を抑止することで液状化を抑
制する工法。

液状化層の土を固化処理し、道路部分の
液状化発生を抑止するとともに、宅地部
においても側方流動の低減を図る工法。

メ
リ
ッ
ト

・道路などの公共施設区域内で実施可能
・公共施設と宅地を一体的に対策可能
・工事が比較的容易かつ低額

・公共施設と宅地を一体的に対策可能
・早期に対策効果が期待できる
・施工後の維持管理が不要

・道路部は早期に対策効果が期待できる
・施工後の維持管理が不要

デ
メ
リ
ッ
ト

・地盤沈下に対する十分な検証が必要
・目標まで水位低下できるか検証が必要
・ポンプ設備等の維持管理費が必要
・既存井戸への影響がある

・道路狭隘部では特に工事費が高額
・固化壁上部の宅地利用が制限されるた
め住民同意が困難

・傾斜地における効果確認が必要
・上流側の地下水位上昇に伴う地区外の
液状化リスク

・既存井戸への影響がある

・宅地の液状化を抑制する工法ではない
・道路の間隔や高低差により、宅地部の
側方流動の低減効果が減少

・側方流動が抑制されることによる道路
沿いの宅地が隆起する恐れがある

・狭隘な道路では施工が困難
・地下埋設物との調整が必要
・上流側の地下水位上昇に伴う地区外の
液状化リスク

工法名 地下水位低下工法 格子状地中壁工法 中層混合処理工法（道路部のみで対応）

概要

　地下水位低下工法は、住宅地や道路部分の地下水位の高さを強制的に低下させて液状化による

被害を軽減するとともに、地表面下数メートルを非液状化層とすることにより、液状化が発生する可能

性を軽減し、液状化の被害を抑制する工法である。

　地下水位低下工法には、連続的に敷設した排水管により地下水位低下を図る排水管方式と、ある

間隔で井戸を配置し、各井戸からの揚水により地下水位を低下させる井戸方式とに大別される。

　排水管方式では地盤を溝掘りして管渠を敷設する開削工法と、立坑内部からトンネル状に地盤を

掘削して管渠を挿入する推進工法とがある。

　セメントなどの固化材を地中に供給し、液状化層の土と強制的に混合撹拌することで、地中に柱列

状の固化壁を造成し、これらを格子状に配置して液状化地盤を囲い込むことで、地盤のせん断変形を

抑止し、液状化を抑制する工法である。

　改良工法には規模がやや大きな機械設備で施工する機械攪拌方式と、小規模な設備で施工可能

な高圧噴射攪拌方式とに大別される。高圧噴射攪拌式方式は、固化材スラリー等を高圧で噴射し、

地盤を切削しながら固化壁の造成を図る工法である。

　セメントなどの固化材を地中に供給し、液状化層の土と強制的に混合撹拌することで、道路直下の

地盤を固化処理し、道路部分の液状化発生を抑止することを主体に、宅地部においても液状化によ

る側方流動をある程度抑制することで、被害の低減を期待する工法である。

　改良工法としては機械攪拌方式の一種となるが、やや小規模で深度10m程度以浅の改良に適し

た中層混合処理機や、液状化層が浅い場合にはさらに小型の浅層混合処理機を用いて改良体を造

成する。

模式図

利点

・工事は基本的に道路などの公共施設区域内で行うことができるため、宅地内の工事がなくても実施

することが可能である。

・公共施設及び宅地を一体とした地下水位低下効果が期待できる。

・特殊な技術や機械設備を必要としないため、下水道と同様な土木工事、一般的なさく井工事での

対応が可能である。

・格子状改良工法に比べ工事費が低額である。

・開削工法は施工中の一連区間での道路規制が発生するが、推進工法では立坑部のみで道路通行

への影響が少ない。

・公共施設及び宅地を一体とした液状化抑制効果が期待できる。

・低騒音・低振動であり、早期に対策効果を得ることが可能である。

・地下水位低下工法のように施工後の運転費用や維持管理費用を必要としない。

・荷重増加がほとんどないため、軟弱な粘性土が分布する地区でも、圧密沈下の影響がわずかである。

・公共施設の液状化抑制効果を主体に、宅地における側方流動の低減もある程度期待できる。

・低騒音・低振動であり、早期に対策効果を得ることが可能である。

・地下水位低下工法のように施工後の運転費用や維持管理費用を必要としない。

・荷重増加がほとんどないため、軟弱な粘性土が分布する地区でも、圧密沈下の影響がわずかである。

一般的な課題

・軟弱な粘性土が厚く堆積している地区では、地下水位低下による圧密沈下が生じる可能性がある。

・ポンプ等の設備稼働による運転費用が長期的に必要となる。

・排水管、井戸、ポンプ洗浄等の維持管理費用も定期的に必要となる（地下水に鉄分が多い場合

には目詰まりが生じやすい）。

・液状化層の透水性が低いほど効果が低下しやすい。また、地区外からの地下水流入が多い場合に

は、連続する遮水壁（鋼矢板壁等）を設ける必要がある。

・地区内に浅井戸が存在する場合には井戸涸れが懸念される。

・地下水位低下工法に比べ工事費が高額である。

・道路が狭隘な場合には、高圧噴射攪拌方式での施工となり、さらに工事費が増すこととなる。

・格子間隔が大きいほど対策効果が低下するため、広い区画では宅地境界も含んだ固化壁の設置が

必要となる。

・高低差が大きな区画では、十分な対策効果が得られない可能性もある。

・強制的に固化材を地盤内に圧入するため、工法によっては地盤変位が生じ、周辺構造物に影響を

与える可能性がある。

・地下水の流出入が遮断されるため、格子内に浅井戸が存在する場合には井戸涸れが懸念される。

・施工期間中は固化材プラントを設置するヤードを確保する必要がある。

・また、道路狭隘部では施工期間中に、一定区間の道路を通行止めとする必要がある。

・公共施設及び宅地を一体化した液状化対策としての実績はない。

・格子状地中壁工法と異なり、宅地の再液状化を抑制する工法ではない。

・格子状地中壁工法に比べると経済的であるが、地下水位低下工法に比べると工事費は高額とな

る。

・道路直下の地下埋設物を一旦移設し、施工後に再設置する必要がある。

・地下水の流出入が遮断されるため、改良区画内に浅井戸が存在する場合には井戸涸れが懸念され

る。

・施工期間中は固化材プラントを設置するヤードを確保する必要がある。

・また、施工期間中は一定区間の道路を通行止めとする必要がある。

粟崎地区の課題

・液状化層直下に粘性土層が厚く分布するため、圧密沈下への影響程度を予測したうえで適用する

必要がある。

・地下水位の低下量にもよるが、河川水の流入を抑えるため、河川沿いに遮水壁が必要となる可能性

もある。

・地区内やその周辺に井戸が点在するため、井戸枯れへの影響を把握しておく必要がある。

・排水先が河川となるため関係機関との協議が必要となる（河川協議、漁協協議）。

・道路が狭隘で地下埋設物が密集する場合には、開削での排水管敷設が困難となるため、やや高額

な推進工法の適用も検討する必要がある。

・道路が狭隘であり、地下埋設物も密集している可能性があることことから、高圧噴射攪拌方式の適

用が多くなる（工事費が高額となりやすい）。

・家屋が密接している箇所では宅地境界部での施工も難しいため、対策効果が得られない可能性もあ

る。

・高低差が大きな区画もあり、適用にあたっては十分な検討が必要となる。

・施工時には地下埋設物の移設や防護、周辺構造物への影響対策も検討しておく必要がある。

・地下水の上流に連続した固化壁を造成した場合には、上流側の地下水位が上昇しやすく、地区外

に液状化範囲が広がる可能性もある（地下水流動保全対策が必要）。

・液状化層が厚い場合には、中層混合処理工法としてもやや規模が大きな施工機械が必要となり、

道路狭隘部では施工が難しい場合もある。

・道路の配置間隔が大きな区画や、高低差が大きな区画ほど、宅地部の変形低減効果は小さく、道

路沿いでは側方流動が抑制されることで地盤の隆起が大きくなる可能性もある。

・道路狭隘部では地下埋設物の切り回し方法が煩雑となりやすく、施工にあたって様々な工夫が必要

となる。

・地下水の上流に連続した固化壁を造成した場合には、上流側の地下水位が上昇しやすく、地区外

に液状化範囲が広がる可能性もある（地下水流動保全対策が必要）。

＜粟崎地区の特徴＞

①大野川沿いから段丘端に向けて10m程度の高低差があり、液状化被害地区は緩やかに傾斜地している。　　　　　②液状化被害地区には家屋が密集している。

③地区内の道路幅は狭く、離合が難しいような狭隘道路も存在する。　　　　④地下水は段丘から大野川に向かって流動おり、地下水位面が傾斜していることが推測される。

開削工法 推進工法 機械攪拌改良機（小型）高圧噴射攪拌改良機（小型）

液状化層

（砂質土層）

粘性土層

改良体

中層混合処理機

側方流動

２．粟崎町地区の取り組み状況

（４）想定される対策工法
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２．粟崎町地区の取り組み状況

（５）測量調査

被災前後の地形変状を把握し復旧に向けた基礎資料を作成する
→被災メカニズムの基礎資料
→公共施設及び民有地の復旧の基礎資料

実施する調査 目的 調査成果 スケジュール

① 地形測量 被災地域の地形のズレ（XYZ）
を把握する

・被災後の数値地形図（平面図）
・３次元点群データ
 （立体変位（XYZ)）

３月～６月

② 基準点測量 路線測量の基準を設定する ・路線測量に必要な基準点設置 ３月～４月

③ 路線測量 道路高さを確定する ・縦断図
・横断図

５月～７月

〈目的〉

26



２．粟崎町地区の取り組み状況

（６）地盤調査【調査の目的】

27

以下に示す2つの目的のために地盤調査を実施する。
①被災メカニズムの検討
②対策工法の検討・設計

①被災メカニズムの検証
粟崎地区の被災メカニズムの検証は以下の内容で実施する。
1) 地盤調査結果を用いて、液状化判定を実施し被害状況と比較する。
液状化判定は、ガイダンスのH1～ PL 、 H1～ Dcyの判定図を検証して行う。

  2) 側方流動の検討のため、液状化判定結果を用いて
残留変形解析（ALID）による変形照査を行う。

②対策工法の検討・設計
対策工法の検討は、主に以下の２工法に対して行う。
1)地下水位低下工法の場合
・地盤調査等から得られる調査結果を用いて以下の内容で検討を行う。
①粟崎地区の面的な地下水状況の把握
②三次元水理モデルを作成、地下水位低下工法を用いた場合の必要・最適な集水管等の配置検討
③地下水位低下時の圧密沈下の検討

2)セメント系改良工法の場合
・セメント配合試験など必要となる試験を行う。

非液状化層 (H1値) ：地表面から液状化しない条件を満足する連続した層厚
地表面変位 (Dcy値) ：液状化による生じる地盤の水平変位量と同等 液状化時に発生する地盤の沈下量
液状化指標 (PL値) ：その地点における地盤の液状化の激しさの程度を表す指標
残留変形解析(ALID)：液状化後の応力－ひずみ関係を用いた解析 簡易的に液状化に伴う流動の変位を予測

※詳細は参考資料を参照



２．粟崎町地区の取り組み状況

（６）地盤調査【調査の手法】

28

①：被災メカニズムの検証（液状化判定・側方流動による変形照査）

• ボーリング調査の深度は、液状化判定のために20mとする（側方流動もそれより浅い所で発生している）。

• ボーリングは、標準貫入試験を深度1m毎に実施する（半コア、半ペネ）。

•標準貫入試験で採取した試料は、全数物理試験（粒度、土粒子密度、含水比）を行う。

• ボーリング時の地下水位は、原則無水堀で確認し、ボーリング完了後は、地下水観測孔に仕上げ、連続的な地下水位
変動を測定する。

• H1値を正確に把握するために、標準貫入試験実施箇所以外の所はオールコアリングとする（半コア・半ペネ）。

•詳細な液状化判定を行うための繰返し非排水三軸試験は、被災の大きい代表的な所2か所程度で実施し、ブロックサ
ンプリングやボーリング時の不攪乱試料を用いる。なお、ボーリング時の不攪乱試料の採取は、標準貫入試験孔とは別孔
で実施する（シンウォールサンプリングは水圧式サンプラーで対応）。

②：対策工法の検討・設計
１）地下水位低下工法の場合

• ボーリング，サウンディング（SWS）及び井戸調査で得られる地下水位をもとに、地下水コンター図を作成する。

•現場及び室内透水試験結果、粒度試験の結果から推定される透水係数により面的・深度的な地盤の透水性を把握
する。 

•３主測線の全てのボーリング孔で現場透水試験を実施する。

•地下水位低下時の圧密沈下を検討する。

２）セメント系改良工法の場合

• セメント配合試験などを行う。

※詳細は参考資料を参照
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（6）地盤調査【調査計画】

29

地盤調査計画（案）

地点 本孔 別孔 備考

ボーリング
15箇所 ●

２箇所

• L=20ｍ
• 標準貫入試験
• オールコア
• 物理試験

• サンプリング（砂質土、粘性土） ⇒砂質土：液状化、粘性土：圧密
• 現場透水試験（砂質土） ⇒密度、透水(水平,鉛直)、圧縮
• ブロックサンプリング（砂質土）

地下水観測孔仕上げ

●
8箇所

• L=20ｍ
• 標準貫入試験
• オールコア
• 物理試験

• サンプリング（粘性土） ⇒粘性土：圧密
• 現場透水試験（砂質土）

地下水観測孔仕上げ

●
５箇所

• L=20ｍ
• 標準貫入試験
• オールコア
• 物理試験

ー 地下水観測孔仕上げ

SWS(旧サウンディング)
12箇所 ●

• L=10ｍ
• 地下水測定

ー

既存ボーリング ●
ー ー

※詳細は参考資料を参照

本資料は個人情報保護のため画像処理を施しています
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（7）液状化対策

30

【対策の基本方針】
・被害が無い家屋等は極力残地した状況で道路と宅地の一体的な復旧、対策事業を検討

【粟崎地区の対策工法（案）について】
・本地区における液状化対策は、側方流動の変位量が比較的小さいため、
「地下水位低下工法」を優先的に検討する。
その際、維持管理費を低減させるため、自然流下できるか検討する。

・地下水位低下工法が可能かどうか検討するため、試験工事の実施を検討します。
試験工事では、地下水を実際に下げられるか、沖積粘性土層、砂層が圧密沈下しないかを検討する。

対策目標値

※詳細は参考資料を参照

【対策範囲の設定方針】
  ・公共施設の被害、家屋・宅地の被害実態や区画割り等を考慮した範囲
・液状化の判定図で「C：顕著な被害の可能性が高い」評価となる範囲

【再度災害防止対策の評価方針】
液状化の発生を抑制

・液状化の判定は、H1～PL(液状化指標）、H1～Dcy（地表面水平変位）
での評価、考察を行う。

・液状化対策の目標値は、判定図の「B1～B3」以上を確保。

  全体の側方流動を抑制
・残留変形解析ALIDを用いた解析を行い、液状化層による側方流動を抑止。
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液状化による被害を受けた建物・宅地の安全性確保を図るためには、面的な液状化対策と建物の耐震化
を一体的に行うことが必須。そのため関係する事業が連携して総合的に取り組むことによりエリア一体と
なって宅地・住宅の安全の確保を推進する。

液状化対策エリア内の支援

〇面的な液状化防止対策への支援【宅地液状化防止事業】

地方公共団体が行う、道路等の公共施設と宅地の一体的な
液状化対策に対して、国が費用の１／２を支援
（※通常は１/４）

※地方負担分は、補助災害復旧事業債（充当率100％、
交付税措置95％）の対象

〇被災した地盤や基礎の復旧等への支援【効果促進事業】

被災者が地方公共団体の支援を受けて行う、宅地液状化防
止事業の実施に支障となる被災した地盤や基礎復旧等に対
して、国・地方公共団体で費用の２／３以内を支援

※地方負担分は特別交付税措置（措置率0.8）

〈国土交通省資料より引用〉（８）液状化対策地区の復旧手法
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〈石川県資料より引用〉（８）液状化対策地区の復旧手法

国の宅地液状化防止事業の効果促進事業の活用を併せて検討
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（８）液状化対策地区の復旧手法（復旧イメージ）

33

金沢市が実施

傾斜修復

道路復旧

被災者が実施

上下水道復旧
（ジャッキアップ等）

地盤復旧
（陥没修復等）

（高さ調整等）

公共施設宅 地

液状化防止対策

１m地下水位



２．粟崎町地区の取り組み状況

（９）今後のスケジュール（予定）
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R6.1.1 発災 ①被災情報の把握・応急復旧

インフラ・民有地の被災状況の把握
インフラの応急復旧

地質形成・造成履歴の調査、地震波の特徴の理解
被災状況の概況把握(公共施設、宅地)、測量調査の実施
震災前のボーリング・地質調査資料の入手

②被災概要の把握

現  在 ③対策工法の検討

道路復旧方針案の作成
地元要望の確認
道路計画の作成

ボーリング・地質調査の実施
再液状化の判定、各種地盤解析
対策工法の実現可能性の検討
対策工法の実証実験の実施検討
対策工法の選定

④液状化対策及び道路計画高さを地元住民へ提示

⑤対策方針の決定

R7年以降(予定)

住民説明

住民説明

住民説明
意見交換

⑥実施設計、⑦工事着手 他

液状化対策 道路等復旧

第１回復旧技術検討会議 6月

第２回復旧技術検討会議 8月

被災メカニズム
調査計画、対策方針

調査結果の報告
再液状化の評価

第３回復旧技術検討会議 11月

対策工法の方向性

第４回復旧技術検討会議 2月

対策工法の確認


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34

